
令和元年第4回定例市議会議案

岸 和 田 市



議 案 番 号 件 名 備考・頁

報告第18号 専決処分の報告について Ｐ．1

議案第77号 岸和田市工場立地法地域準則条例の制定について Ｐ．21

議案第78号
岸和田市行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報
の提供に関する条例の一部改正について

Ｐ．27

議案第79号 岸和田市営葬儀条例の一部改正について Ｐ．31

議案第80号 岸和田市環境保全条例の一部改正について Ｐ．35

議案第81号 岸和田市下水道条例の一部改正について Ｐ．41

議案第82号 令和元年度岸和田市一般会計補正予算（第3号） Ｐ．45

議案第83号 令和元年度岸和田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第1号） Ｐ．51

議案第84号 令和元年度岸和田市病院事業会計補正予算（第3号） Ｐ．57

議案第85号 指定管理者の指定について（岸和田市立福祉総合センター） Ｐ．59

議案第86号 財産処分について Ｐ．61

議案第87号 財産の無償譲渡について Ｐ．63

令和元年第4回定例市議会議案



報告第18号

専決処分の報告について

地方自治法第180条第1項の規定により別紙のとおり専決処分した

から、同条第2項の規定により本議会に報告する。

令和元年12月4日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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専決処分第16号

岸和田市手数料条例の一部改正について

岸和田市手数料条例の一部を次のとおり改正するものとする。

令和元年9月20日処分

岸和田市長 永 野 耕 平
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岸和田市手数料条例の一部を改正する条例

岸和田市手数料条例（平成12年条例第15号）の一部を次のように改正する。

第2条第62号中「第20条の2第13項」を「第20条の2第14項」に、「第38条の4第22項」を

「第38条の4第23項」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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専決処分第17号

岸和田市農業構造改善事業に係る多目的研修集会施設の
設置及び管理に関する条例及び岸和田市立運動広場等の
設置及び管理に関する条例の一部改正について

岸和田市農業構造改善事業に係る多目的研修集会施設の設置及び管

理に関する条例及び岸和田市立運動広場等の設置及び管理に関する条

例を次のとおり改正するものとする。

令和元年10月8日処分

岸和田市長 永 野 耕 平
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岸和田市農業構造改善事業に係る多目的研修集会施設の設置及び管理に関す

る条例及び岸和田市立運動広場等の設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例

（岸和田市農業構造改善事業に係る多目的研修集会施設の設置及び管理に関する条例の

一部改正）

第1条 岸和田市農業構造改善事業に係る多目的研修集会施設の設置及び管理に関する条

例（昭和56年条例第4号）の一部を次のように改正する。

第4条第2項第5号及び同条第3項中「体育の日」を「スポーツの日」に改める。

（岸和田市立運動広場等の設置及び管理に関する条例の一部改正）

第2条 岸和田市立運動広場等の設置及び管理に関する条例（昭和41年条例第11号）の一

部を次のように改正する。

別表第1項の表岸和田市立久米田公園運動広場の項、岸和田市立葛城運動広場の項、

岸和田市立八木運動広場の項及び岸和田市立葛城テニスコートの項中「体育の日」を

「スポーツの日」に改める。

附 則

この条例は、令和2年1月1日から施行する。
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 －11－  

専決処分第18号 

 

 
 

 

 

 

損害賠償の額を定め和解するについて 
 

 

 

本市は、次のとおり損害賠償の額を定め、和解するため、地方自治 

法第180条第１項並びに市長の専決処分事項に関する条例第２号及び 

第３号の規定により専決処分する。 

 
 

令和元年10月15日処分 

 

 

 

 
 

岸和田市長 永 野 耕 平    

 
 

記 
 

 

損害賠償の発生原因 金  額 備   考 

除草作業中における 

 

自 動 車 破 損 事 故  

163,347円 

 

（車両修繕費） 

 相手方住所氏名 

 

 ※一般公開用の議案書においては、

個人情報に関する内容は原則として

非公開としています。 

 



 －13－  

専決処分第19号 

 

 
 

 

 

 

損害賠償の額を定め和解するについて 
 

 

 

本市は、次のとおり損害賠償の額を定め、和解するため、地方自治 

法第180条第１項及び市長の専決処分事項に関する条例第４号の規定 

により専決処分する。 

 
 

令和元年10月15日処分 

 

 

 

 
 

岸和田市長 永 野 耕 平    

 
 

記 
 

 

損害賠償の発生原因 金  額 備   考 

公務 中の自 動 車 

 

接 触 事 故 

177,202円 

 

（車両修繕費等） 

 相手方住所氏名 

 

 ※一般公開用の議案書においては、

個人情報に関する内容は原則として

非公開としています。 

 



 －15－  

専決処分第20号 

 

 
 

 

 

 

損害賠償の額を定め和解するについて 
 

 

 

本市は、次のとおり損害賠償の額を定め、和解するため、地方自治 

法第180条第１項並びに市長の専決処分事項に関する条例第２号及び 

第３号の規定により専決処分する。 

 
 

令和元年10月17日処分 

 

 

 

 
 

岸和田市長 永 野 耕 平    

 
 

記 
 

 

損害賠償の発生原因 金  額 備   考 

管理樹木接触による 

 

自 動 車 破 損 事 故 

298,620円 

 

（車両修繕費） 

 相手方住所氏名 

 

 ※一般公開用の議案書においては、

個人情報に関する内容は原則として

非公開としています。 

 



 －17－  

専決処分第21号 

 

 
 

 

 

 

損害賠償の額を定め和解するについて 
 

 

 

本市は、次のとおり損害賠償の額を定め、和解するため、地方自治 

法第180条第１項並びに市長の専決処分事項に関する条例第２号及び 

第３号の規定により専決処分する。 

 
 

令和元年10月17日処分 

 

 

 

 
 

岸和田市長 永 野 耕 平    

 
 

記 
 

 

損害賠償の発生原因 金  額 備   考 

道路標識倒壊による 

 

自 動 車 破 損 事 故 

250,565円 

 

（車両修繕費等） 

 相手方住所及び名称 

 

※一般公開用の議案書においては、

個人情報に関する内容は原則として

非公開としています。 

 



 －19－  

専決処分第22号 

 

 
 

 

 

 

損害賠償の額を定め和解するについて 
 

 

 

本市は、次のとおり損害賠償の額を定め、和解するため、地方自治 

法第180条第１項並びに市長の専決処分事項に関する条例第２号及び 

第３号の規定により専決処分する。 

 
 

令和元年11月12日処分 

 

 

 

 
 

岸和田市長 永 野 耕 平    

 
 

記 
 

 

損害賠償の発生原因 金  額 備   考 

コンテナボックス飛散 

 

による自動車破損事故 

1,382,400円 

 

（車両修繕費等） 

 相手方住所氏名 

 

 ※一般公開用の議案書においては、

個人情報に関する内容は原則として

非公開としています。 

 



議案第77号

岸和田市工場立地法地域準則条例の制定について

岸和田市工場立地法地域準則条例を次のとおり制定するものとす

る。

令和元年12月4日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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区域 区域の範囲
緑地の面積の敷地面積
に対する割合

環境施設の面積の敷地
面積に対する割合

甲区域 都市計画法（昭和43年
法律第100号）第8条
第1項第1号の準工業
地域

100分の15以上 100分の20以上

乙区域 都市計画法第8条第1
項第1号の工業地域及
び工業専用地域

100分の10以上 100分の15以上

岸和田市工場立地法地域準則条例

（趣旨）

第1条 この条例は、工場立地法（昭和34年法律第24号。以下「法」という。）第4条の

2第1項の規定に基づき、法第4条第1項の規定により公表された準則に代えて適用す

べき準則に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第2条 この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。

（区域及び区域の範囲並びに緑地及び環境施設の面積の敷地面積に対する割合）

第3条 法第4条の2第1項に規定する区域及び当該区域の範囲並びに当該区域における

緑地及び環境施設のそれぞれの面積の敷地面積に対する割合は、次の表のとおりとする。

（緑地が他の施設と重複する場合の緑地面積率の算定方法）

第4条 緑地の面積の敷地面積に対する割合（以下「緑地面積率」という。）の算定にお

いて、工場立地法施行規則（昭和49年大蔵省、厚生省、農林省、通商産業省、運輸省令

第1号。以下「省令」という。）第3条に規定する建築物屋上等緑化施設及び省令第4

条に規定する緑地以外の環境施設以外の施設又は同条第1号トに掲げる施設と重複する

土地については、敷地面積に緑地面積率を乗じて得た面積の100分の50の割合まで緑地

の面積に算入することができるものとする。

（敷地が2以上の区域にわたる場合の適用）

第5条 特定工場の敷地が甲区域、乙区域又はこれらの区域以外の区域のうち、2以上の

区域にわたる場合における第3条の規定の適用については、当該敷地のそれぞれの区域

に存する部分の面積の敷地面積に対する割合（以下「敷地割合」という。）につき、甲

区域又は乙区域の敷地割合が最も高い場合には当該敷地割合が最も高い区域に係る同条

の表の規定を当該敷地の全部に適用し、甲区域及び乙区域以外の区域の敷地割合が最も
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既存工場等が存す
る区域

当該生産施設の面積の変更に伴
い設置する緑地の面積

当該生産施設の面積の変更に伴
い設置する環境施設の面積

甲区域 ��（�／�）（�����（��／�））ただ
し、（�／�）（�����（��／�））�����
������のときは��������
��とし、����������のときは
���とする。

��（�／�）（��	�（��／�））ただ
し、（�／�）（��	�（��／�））���	
������のときは����	��
��とし、��	������のときは
���とする。

乙区域 ��（�／�）（����（��／�））ただ
し、（�／�）（����（��／�））����
������のときは�������
��とし、���������のときは
���とする。

��（�／�）（�����（��／�））ただ
し、（�／�）（�����（��／�））�����
������のときは��������
��とし、����������のときは
���とする。

高い場合には同表の規定を当該敷地の全部に適用しない。

（その他）

第6条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に

定める。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和2年4月1日から施行する。

（経過措置）

2 昭和49年6月28日に設置されている特定工場又は設置のための工事が行われている特

定工場（以下「既存工場等」という。）において、生産施設の面積の変更（生産施設の

面積の減少を除く。以下同じ。）が行われるときは、第3条の規定に適合する緑地及び

環境施設の面積の算定は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める表に

規定する式によって行うものとする。

⑴ 既存工場等が工場立地に関する準則（平成10年大蔵省、厚生省、農林水産省、通商

産業省、運輸省告示第1号。以下「法準則」という。）別表第1の上欄に掲げる一の

業種に属する場合 附則別表第1

⑵ 既存工場等が法準則別表第1の上欄に掲げる2以上の業種に属する場合 附則別表

第2

附則別表第1

備考 この表において、次の各号に掲げる記号の意義は、当該各号に定めるところによ

る。附則別表第2において同じ。
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既存工場等が存す
る区域

当該生産施設の面積の変更に伴
い設置する緑地の面積

当該生産施設の面積の変更に伴
い設置する環境施設の面積

甲区域 ���
���

�

（��／��）（�����（��／	））

ただし、�
���

�

（��／��）（�����（��

／	））�����	�����のときは
������	���とし、����	���
��のときは���とする。


��
���

�

（��／��）（����（
�／	））た

だし、�
���

�

（��／��）（����（
�／	））
����	�
���のときは
����
	�
�とし、���	�
���のと
きは
��とする。

乙区域 ���
���

�

（��／��）（����（��／	））た

だし、�
���

�

（��／��）（����（��／	））
����	�����のときは�����
	���とし、���	�����のと
きは���とする。


��
���

�

（��／��）（�����（
�／	））

ただし、�
���

�

（��／��）（�����（
�

／	））�����	�
���のときは

�����	�
�とし、����	�
�
��のときは
��とする。

⑴ � 当該変更に伴い設置する緑地の面積

⑵ � 当該変更に係る生産施設の面積

⑶ � 当該既存工場等が属する法準則別表第1の上欄に掲げる業種についての同表

の下欄に掲げる割合

⑷ �� 当該変更に係る届出前に設置されている緑地（当該届出前に届け出られた緑

地の面積の変更に係るものを含む。以下同じ。）の面積の合計のうち、昭和49年6

月29日以後の当該変更以外の生産施設の面積の変更に伴い最低限設置することが必

要な緑地の面積の合計を超える面積

⑸ 	 当該既存工場等の敷地面積

⑹ �� 当該変更に係る届出前に設置されている緑地の面積の合計

⑺ 
 当該変更に伴い設置する環境施設の面積

⑻ 
� 当該変更に係る届出前に設置されている環境施設（当該届出前に届け出られ

た環境施設の面積の変更に係るものを含む。以下同じ。）の面積の合計のうち、昭

和49年6月29日以後の当該変更以外の生産施設の面積の変更に伴い最低限設置する

ことが必要な環境施設の面積の合計を超える面積

⑼ 
� 当該変更に係る届出前に設置されている環境施設の面積の合計

附則別表第2

備考 この表において、次の各号に掲げる記号の意義は、当該各号に定めるところによる。

⑴ � 当該既存工場等が属する業種の個数

⑵ �� 当該変更に係るｊ業種に属する生産施設の面積

⑶ �� ｊ業種についての法準則別表第1の下欄に掲げる割合
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議案第78号

岸和田市行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び
特定個人情報の提供に関する条例の一部改正について

岸和田市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関

する条例の一部を次のとおり改正するものとする。

令和元年12月4日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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岸和田市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部

を改正する条例

岸和田市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基

づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成27年条例第38号）の一部

を次のように改正する。

第3条第3項の表3の項中「、就労自立給付金の支給」を削り、同表7の項中「生活保

護関係情報」を「生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置に関する情報」に改め、

同表12の項中「、地方税関係情報又は中国残留邦人等支援給付等関係情報」を「又は地方

税関係情報」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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議案第79号

岸和田市営葬儀条例の一部改正について

岸和田市営葬儀条例の一部を次のとおり改正するものとする。

令和元年12月4日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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岸和田市営葬儀条例の一部を改正する条例

岸和田市営葬儀条例（平成13年条例第5号）の一部を次のように改正する。

第5条第2項第5号中「死亡者が」を「葬儀を執行しようとする者及び死亡者がいずれ

も」に、「5割を加算して」を「3倍の額を」に、「その使用料を加算しないことができ

る」を「この限りでない」に改める。

附 則

（施行期日）

1 この条例は、令和2年4月1日から施行する。

（経過措置）

2 この条例による改正後の第5条第2項第5号の規定は、この条例の施行の日以後に申

込みを受理した葬儀に係る使用料について適用し、同日前に申込みを受理した葬儀に係

る使用料については、なお従前の例による。
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議案第80号

岸和田市環境保全条例の一部改正について

岸和田市環境保全条例の一部を次のとおり改正するものとする。

令和元年12月4日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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岸和田市環境保全条例の一部を改正する条例

岸和田市環境保全条例（平成15年条例第16号）の一部を次のように改正する。

目次中「第15条」を「第15条の3」に、

「第4節 自動車公害の防止（第46条―第48条）

第5節 放送電波受信障害の防止（第49条―第55条）
を
」

「第4節及び第5節 削除」に改める。

第15条を次のように改める。

（生物の多様性の保全に係る取組）

第15条 市及び市民等は、生物の多様性の保全のため、地域の野生生物や生態系への理解

を深めるとともに、多様な野生生物の生息又は生育が可能な環境の保全等に努めなけれ

ばならない。

第15条の次に次の2条を加える。

（地球環境の保全の推進）

第15条の2 市は、地域における環境の保全等を通じて、市民等と協働して地球環境の保

全に関する施策を推進するものとする。

（表彰）

第15条の3 市長は、環境の保全等に多大な貢献をしたと認められる者に対し、その功績

を表彰することができる。

第3章第4節及び第5節を次のように改める。

第4節及び第5節 削除

第46条から第55条まで 削除

第56条から第58条までを次のように改める。

第56条から第58条まで 削除

第60条中「前2条」を「前条」に改める。

第77条第4項に次の2号を加える。

⑸ 国等が行う行為

⑹ 法令又は他の条例（大阪府が定める条例を含む。）の規定による許可、認可その他

の処分又は届出による行為であってこの条例と同等以上の効果が得られるものとして

規則で定める行為

第83条を次のように改める。

第83条 削除

別表第1第1項及び第2項を次のように改める。

―37―



20

以上

50

未満

50

以上

200

未満

200

以上

1，000

未満

20

以上

1，000

未満

20

以上

50

未満

50

以上

200

未満

200

以上

1，000

未満

30

以上

50

未満

50

以上

200

未満

200

以上

1，000

未満

30

以上

1，000

未満

30

以上

50

未満

50

以上

200

未満

200

以上

1，000

未満

20

以上

200

未満

200

以上

5，000

未満

5，000

以上

20

以上

200

未満

200

以上

5，000

未満

5，000

以上

20

以上

200

未満

200

以上

5，000

未満

5，000

以上

30

以上

200

未満

200

以上

5，000

未満

5，000

以上

30

以上

200

未満

200

以上

5，000

未満

5，000

以上

30

以上

200

未満

200

以上

5，000

未満

5，000

以上

1 物品の製造又は加工を行い、1日の通常排水量が30立方メートル以上又は1日の通常

燃料使用量（重油換算量）0．2キロリットル以上の事業所

2 次の各号に掲げる業を営む事業所又は当該事業所

⑴ ガソリンスタンド

⑵ 車両（二輪自動車を除く。）又は建設用機械の整備、修理及び解体を行うもの

⑶ 粉粒塊たい積場（300平方メートル以上500平方メートル未満のものに限る。）

別表第2中第3項を削り、第4項を第3項とし、第5項から第7項までを1項ずつ繰り

上げる。

別表第3その2及びその3を削る。

別表第3その1第2項第1号アの表中

「

を

」

「

に改め、同表備考第6項中

」

「20立方メートル」を「30立方メートル」に改め、同備考第8項の表中「20㎥」を「30

㎥」に改める。

別表第3その1第2項第1号イの表中

「

を

」

「

に改める。

」
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20

以上

1，000

未満

1，000

以上

5，000

未満

5，000

以上

20

以上

1，000

未満

1，000

以上

5，000

未満

5，000

以上

30

以上

1，000

未満

1，000

以上

5，000

未満

5，000

以上

30

以上

1，000

未満

1，000

以上

5，000

未満

5，000

以上

施設の種類 規制基準

粉粒塊たい積場（300平方メートル以上
500平方メートル未満のものに限る。）

⑴ 散水設備によって散水が行われている
こと。

⑵ 防じんカバーでおおわれていること。

⑶ 薬液の散布又は表層の締固めが行われ
ていること。

⑷ 前3号と同等以上の効果を有する措置
が講じられていること。

別表第3その1第2項第2号の表中

「

を

」

「

に改める。

」

別表第3その1第2項第3号の表亜鉛含有量の項中「5」を「2」に改める。

別表第3その1を同別表その2とし、同別表にその1として次のように加える。

その1 大気に係る規制基準

一般粉じんに係る規制基準

別表第4備考第1項を次のように改める。

1 騒音の計量単位「デシベル」とは、計量法（平成4年法律第51号）別表第2に定め

る音圧レベルの計量単位をいう。

別表第4備考第3項を同備考第8項とし、同備考第2項中「準工業地域及び」を「準工

業地域（都市計画法第2章の規定により定められた地域をいう。）及び都市計画法第8条

第1項第1号に規定する」に改め、「並びに工業地域」の次に「（都市計画法第2章の規定

により定められた地域をいう。以下同じ。）」を加え、同項を同備考第7項とし、同備考第

1項の次に次の5項を加える。

2 騒音の測定は、計量法第71条の条件に合格した騒音計を用いて行うものとする。こ

の場合において、周波数補正回路はＡ特性を、動特性は速い動特性（FAST）を用い
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る。

3 騒音の測定方法は、日本産業規格Ｚ8731に定める騒音レベル測定方法によるものと

し、騒音の大きさの決定は、次のとおりとする。

⑴ 騒音計の指示値が変動せず、又は変動が少ない場合は、その指示値とする。

⑵ 騒音計の指示値が周期的又は間欠的に変動し、その指示値の最大値がおおむね一

定の場合は、その変動ごとの指示値の最大値の平均値とする。

⑶ 騒音計の指示値が不規則かつ大幅に変動する場合は、測定値の90パーセントレン

ジの上端の数値とする。

⑷ 騒音計の指示値が周期的又は間欠的に変動し、その指示値の最大値が一定でない

場合は、その変動ごとの指示値の最大値の90パーセントレンジの上端の数値とす

る。

4 振動の計量単位「デシベル」とは、計量法別表第2に定める振動加速度レベルの計

量単位をいう。

5 振動の測定は、計量法第71条の条件に合格した振動レベル計を用い、鉛直方向につ

いて行うものとする。この場合において、振動感覚補正回路は、鉛直振動特性を用い

ることとする。

6 振動の測定方法は、日本産業規格Ｚ8735に定める振動レベル測定方法によるものと

し、振動の大きさの決定は、次のとおりとする。

⑴ 測定器の指示値が変動せず、又は変動が少ない場合は、その指示値とする。

⑵ 測定器の指示値が周期的又は間欠的に変動する場合は、その変動ごとの指示値の

最大値の平均値とする。

⑶ 測定器の指示値が不規則かつ大幅に変動する場合は、5秒間隔、100個又はこれ

に準ずる間隔、個数の測定値の80パーセントレンジの上端の数値とする。

別表第5及び別表第6を次のように改める。

別表第5及び別表第6 削除

附 則

この条例は、令和2年4月1日から施行する。ただし、この条例による改正後の岸和田

市環境保全条例別表第3その2第2項第3号の規定は、公布の日から起算して6月を経過

した日から施行する。
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議案第81号

岸和田市下水道条例の一部改正について

岸和田市下水道条例の一部を次のとおり改正するものとする。

令和元年12月4日提出

岸和田市長 永 野 耕 平
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岸和田市下水道条例の一部を改正する条例

岸和田市下水道条例（昭和43年条例第38号）の一部を次のように改正する。

第6条の2第3項第4号中「責任技術者」を「下水道排水設備工事責任技術者（排水設

備等の新設等の工事に必要な知識及び技能に関する試験及び講習を適切に行うことができ

るものとして管理者が別に定めるものが登録し、かつ、当該登録を証する書面を交付した

者をいう。以下「責任技術者」という。）」に改め、同項第5号を同項第6号とし、同項第

4号の次に次の1号を加える。

⑸ 前号に規定する登録を証する書面の写し

第6条の3第1項第2号中「第6条の8第1項の規定により責任技術者として登録を受

けた者」を「責任技術者」に改める。

第6条の8の見出しを「（責任技術者の専属等）」に改め、同条第1項中「、次条第1項

に規定する排水設備工事責任技術者（以下「責任技術者」という。）の登録を受けている

者のうちから」を削る。

第6条の9から第6条の14までを削り、第6条の15を第6条の9とする。

第19条第1項第3号を削る。

附 則

この条例は、令和2年4月1日から施行する。
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議案第82号

令和元年度岸和田市一般会計補正予算（第3号）

令和元年度岸和田市の一般会計補正予算（第3号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ47，296千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ77，512，042千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第1表歳入歳出予算補正」による。

（債務負担行為の補正）

第2条 債務負担行為の追加は、「第2表債務負担行為補正」による。

令和元年12月4日提出

岸和田市長 永 野 耕 平

―４５―



―４７―



―４８―



第2表 債務負担行為補正

（追 加 分）

千円

事 項 期 間 限 度 額

東京2020オリンピック聖火リレー運営業務
委託
（スポーツ推進事業）

令和元年度から
令和2年度まで

12，000
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議案第83号

令和元年度岸和田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第1号）

令和元年度岸和田市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第1号）は、次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算の補正）

第1条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ4，995千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ23，148，803千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第1表歳入歳出予算補正」による。

（債務負担行為の補正）

第2条 債務負担行為の追加は、「第2表債務負担行為補正」による。

令和元年12月4日提出

岸和田市長 永 野 耕 平

―５１―



―５３―
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第2表 債務負担行為補正

（追 加 分）

千円

事 項 期 間 限 度 額

本算定一本化・簡易申告書出力対応システ
ム改修業務委託
（国民健康保険事務事業）

令和元年度から
令和2年度まで

7，788
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議案第84号

令和元年度岸和田市病院事業会計補正予算（第3号）

第1条 令和元年度岸和田市病院事業会計の補正予算（第3号）は、次に定めるところに

よる。

第2条 令和元年度岸和田市病院事業会計予算第4条に定めた資本的収入及び支出の予定

額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （合 計）

収 入

第1款 資本的収入 811，260千円 1，657千円 812，917千円

第6項 寄附金 60千円 1，657千円 1，717千円

支 出

第1款 資本的支出 1，986，136千円 1，657千円 1，987，793千円

第1項 建設改良費 548，550千円 1，657千円 550，207千円

令和元年12月4日提出

岸和田市長 永 野 耕 平

―５７―



議案第85号

指定管理者の指定について

次のとおり岸和田市立福祉総合センターの指定管理者を指定するた

め、地方自治法第244条の2第6項の規定により議会の議決を求める。

令和元年12月4日提出

岸和田市長 永 野 耕 平

記

1 施設の名称 岸和田市立福祉総合センター

1 指定の相手方 岸和田市野田町一丁目5番5号

社会福祉法人 岸和田市社会福祉協議会

1 指定の期間 令和2年4月1日から令和7年3月31日まで

―５９―



議案第86号

財産処分について

本市は、次のとおり財産を処分するため、地方自治法第96条第1項

第8号の規定により議会の議決を求める。

令和元年12月4日提出

岸和田市長 永 野 耕 平

記

1 処分する財産 建物、附帯設備一式

（一棟の建物の表示）

所 在 岸和田市別所町三丁目480番地6

（専有部分の建物の表示）

構 造 鉄筋コンクリート造3階建

延床面積 921．93㎡

1 処分予定価格 金39，713，594円

1 契約の相手方 岸和田市別所町三丁目13番26号

岸和田商工会議所

会頭 中 井 秀 樹

―６１―



議案第87号

財産の無償譲渡について

本市は、次のとおり財産を無償で譲渡したいので、地方自治法第96

条第1項第6号の規定により議会の議決を求める。

令和元年12月4日提出

岸和田市長 永 野 耕 平

記

1 譲渡する財産 建物、附帯設備一式
（建物の表示）
所 在 岸和田市加守町四丁目6番地5
構 造 鉄筋コンクリート造陸屋根2階建
延床面積 651．11㎡
（附属建物の表示）
構 造 鉄筋コンクリート造陸屋根平家建
延床面積 10．02㎡

1 譲渡の相手方 岸和田市加守町四丁目27番1号
医療法人 徳洲会 岸和田徳洲会病院
理事長 鈴 木 隆 夫

1 譲渡の理由 旧岸和田市立女性センター敷地の売却に際し、
相手方からの申出により、当該敷地上の用途廃
止された建物を無償で譲渡するもの

1 譲渡の時期 土地売買代金支払完了時
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国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計
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病 院 事 業 会 計
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款 項 目 既決予定額 補正予定額 合計 備考

1 資 本 的 収 入
千円 千円 千円

811,260 1,657 812,917

6 寄 附 金 60 1,657 1,717

1 寄 附 金 60 1,657 1,717

款 項 目 既決予定額 補正予定額 合計 備考

1 資 本 的 支 出
千円 千円 千円

1,986,136 1,657 1,987,793

1 建設改良費 548,550 1,657 550,207

2 資産購入費 300,160 1,657 301,817

令和元年度 病院事業会計補正予算実施計画

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

支 出
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資本的収入

目 既決予定額 補正予定額 合 計 節 の 区 分

1 寄 附 金 60 1,657 1,717 1 寄 附 金

計 60 1,657 1,717

科 目 既決予定額 補正予定額 合 計

款 1 資 本 的 収 入 811,260 1,657 812,917

項 6 寄 附 金 60 1,657 1,717

―104―



（単位：千円）

節の金額 説 明 備 考

1,657 寄 附 金 1,657
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資本的支出

目 既決予定額 補正予定額 合 計 節 の 区 分

2 資 産 購 入 費 300,160 1,657 301,817 1 医療機器等購入費

計 548,550 1,657 550,207

科 目 既決予定額 補正予定額 合 計

款 1 資 本 的 支 出 1,986,136 1,657 1,987,793

項 1 建 設 改 良 費 548,550 1,657 550,207
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（単位：千円）

節の金額 説 明 備 考

1,657 医療機器等購入費 1,657

―107―



―
10
9
―

1
）
債
務
負
担
行
為
で
翌
年
度
以
降
に
わ
た
る
も
の
に
つ
い
て
の
前
年
度
末
ま
で
の
支
出
額
又
は
支
出
額
の
見
込
み
及
び
当
該
年

度
以
降
の
支
出
予
定
額
等
に
関
す
る
調
書



―
11
1
―

（
追
加
分
）

（
一
般
会
計
）

事
項

限
度
額

前
年
度
末
ま
で
の

支
出
（
見
込
）
額

当
該
年
度
以
降
の

支
出
予
定
額

左
の

財
源

内
訳

特
定

財
源

一
般
財
源

期
間

金
額

期
間

金
額

国
庫
支
出
金

府
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

東
京
20
20
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク

聖
火
リ
レ
ー
運
営
業
務
委
託

（
ス
ポ
ー
ツ
推
進
事
業
）

12
,00
0

千
円

千
円

令
和
元
年
度

0
千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

0
千
円

令
和
2
年
度

12
,00
0

12
,00
0

（
追
加
分
）

（
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計
）

事
項

限
度
額

前
年
度
末
ま
で
の

支
出
（
見
込
）
額

当
該
年
度
以
降
の

支
出
予
定
額

左
の

財
源

内
訳

特
定

財
源

一
般
財
源

期
間

金
額

期
間

金
額

国
庫
支
出
金

府
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

本
算
定
一
本
化
・
簡
易
申
告
書
出

力
対
応
シ
ス
テ
ム
改
修
業
務
委
託

（
国
民
健
康
保
険
事
務
事
業
）

7
,78
8

千
円

千
円

令
和
元
年
度

0
千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

0
千
円

令
和
2
年
度

7
,78
8

7
,78
8

0

1
）
債
務
負
担
行
為
で
翌
年
度
以
降
に
わ
た
る
も
の
に
つ
い
て
の
前
年
度
末
ま
で
の
支
出
額
又
は
支
出
額
の
見
込
み
及
び
当
該
年

度
以
降
の
支
出
予
定
額
等
に
関
す
る
調
書


